
エンジン状態の見える化による省エネについて 

 

  

 

1. 航行時の燃料消費特性 

 漁船航行時の機関回転数と燃料消

費および船速の関係の一例を図1 に

示す。機関回転数を 1900rpm から

1850rpm に減速することで、船速は

11.7⇒11.39 へ 0.31 ヌチテ低下するも

のの燃料消費は 164⇒151.4 へ

12.6L/h 削減可能である。このよう

に、主機関の回転数と燃料消費量等

をヨ゠ラソアマに見える化すること

で、効率的な省ウニ遀航が指向され

る。 

 

2. 操業工程全体の燃料消費 

 主機関状態の見える化は、往航ヹ復航の航行

時間が長く、操業中の主機関負荷が小さい一

本釣り漁業や刺網漁業等への導入が有効であ

る。省ウニ効果は、往航ヹ操業ヹ復航の工程別

の燃料消費をムヅラ化した上で、操業全体に

対して算定する必要がある。図1ヹ図2 の条件

を基に省ウニ効果を算定する。 

 

3. 省エネ効果の算定 

 回転数50rpm の減速により、燃料消費(L/h)は 164⇒151.4L/h と 7.7%削減されるが、船速が 11.7⇒11.39 ヌチテへ低下

するため、航行時間は 11.7/11.39=1.027 倍に延長する。この延長分δT と定義すると、1 航海全般の省ウニ効果は、

1900rpm 航行時の燃料消費(L/h)を 100％として、減速前の燃料消費量：Q1 = 100×T1+20×T2+100×T3、 減速後の燃

料消費量：Q2 = 92.3×(T1+δT)+20×T2+92.3×(T3+δT) となる。T1=2 hr、T2=6 hr、T3=2 hr 、δT= 2ヹ(1.027-1) = 0.054 

hr を代入すると、Q1 = 520、Q2 = 499.2 となり、操業全体の省ウニ効果は 4.0％と算定される。  

 

* 漁船の航走特性は、舶用3 乗ォヺピ従うものと仮定して船速を推定する。    

* 操業中の燃料消費量については、以下の表の該当する漁業種類の負荷率を用いた出力（連続出力×負荷率）とし、4 ムヺデ

燃費率を用いて算出する。ただし、操業中の燃油消費量が個別に把握できる場合はそれを優先して差し支えない。 

 

 

 

 

                      

図2 操業全般の燃料消費のモデル化 

ウヱザヱ状態の見える化は、効率の良い領域でのウヱザヱ遀転を支援し、特に往航ヹ復航の

航行時に省ウニが期待されます。省ウニ効果は以下のように算出します。 

図1 漁船航行時の燃料消費特性（19GT さんま棒受網漁船、670kW/1938rpm） 

操業時の負荷率 漁 業 種 類
20% 一本釣り、はえ縄、刺網、敷網（棒受網）、採介藻
30% 定置網、いか釣り（発電機主機駆動）
40% まき網（網船・付属船）、ひき網（シラス船びき等）、かつお・まぐろ
60% 底びき、内海底びき（調整機関）

※内水面については海面漁業の漁法に準ずる。



JET-Cap による省エネについて 

 

1. CFD（数値流体力学）での効果推定 

フルヘョ単独性能は、フルヘョのみの状態での前逭係数に対するショシテ係数ヹテラキ係数ヹ単独効率の関係を

表す（図１）。JET-Cap 装着によって、ショシテ係数 KT の向上、テラキ係数 KQ の低減、フルヘョ単独効率ηo の

向上が CFD 計算にて確認され、同一船速における主機の必要馬力 BHP が減少する（図２）。※BHP = EHP / 

(ηt × ηr × ηh × ηo)であり、ηo の増加率が BHP の削減率となる。 

  
図 1 プロペラ単独性能 図 2 パワーカーブ 

 
2. 実船試験での検証 

19GT FRP 製巻き網遀搬船でビァヱカメチフ無と JET-Cap 装着での比較試験を実施した。主機給気圧、燃費

（時間当たりの燃料消費量）ともに平均にて約 3%程度低減、すなわち約 3%程度の馬力低減効果（燃費削減効

果）が確認された（図３）。 

 
図 3 JET-Cap による主機給気圧低減、燃費削減効果 

 
3. 省エネ効果の算定 

以上から、約３％の省ウニ効果（燃料消費量の削減）が実船試験で確認されたが、フルヘョ形状や船型によっ

ても省ウニ効果は異なるため、CFD 計算結果等も勘案し、本事業では省ウニ率を２％とする。 
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JET-Cap は、フルヘョに合わせた最遚なビァヱをカメチフに装着し、カメチフ後流に発生するネピ渦

を拡散することで省ウニ効果が期待されます。省ウニ効果は、フルヘョ形状や船型によっても異なりま

すが、以下のように算出します。 



CFRP プロペラによる省エネについて 

 

1. 実船検証（商船：499G/T ケミカルタンカー） 

499G/T クポォラソヱォヺで従来の金属製フルヘョ(CAC703)と CFRP 製フルヘョで比較検証を行いました。図 1

は海上公試遀転での船速と出力との関係です。同じ船速で CFRP の方が金属製よりも馬力が 9％低減していま

す。図 2 は遀航時の船速と燃料消費との関係です。燃料消費は CFRP の方が低減しており、図 1 の海上公試結

果と同様に 9％削減されています。 

       
図 1 船速と馬力の関係(商船)       図 2 船速と燃料消費の関係(商船) 

 
2. 実船検証（漁船：19G/T カツオ一本釣り漁船） 

19G/T ォヂエ一本釣り船で金属製(CAC703)と CFRP 製フルヘョの比較を行いました。図 3 は船速と馬力との関

係です。同じ船速で CFRP の方が金属製よりも馬力が 11％低減しています。図 4 は振動計測結果です。CFRP の

方が 30％程度低下し、居住環境が改善されます。 

         
図 3 船速と馬力の関係（漁船）           図 4 振動計測結果 

 
3. 省エネ効果の算定 

以上から、CFRP フルヘョに換装することで従来の金属製に比べ 9～11%燃料消費削減が確認されている。た

だ、CFRP フルヘョはウケカメチフと同時搭載しており、そのカメチフ分の効率゠チフ 2～3％を差し引くと、CFRP フ

ルヘョ単体で省ウニ効果は 6％～８％程度であり、船体形状やフルヘョ搭載の制約影響もある為、本事業では

CFRP フルヘョの省ウニ率を 5％とする。 

9%削減 

9%削減 

11%削減 

CFRP(炭素繊維強化フョシタチキ)フルヘョは、ピリヺデに軽量ヹ高強度である CFRP を採用し、高効

率や低振動を実現し、省ウニや船内環境の改善が期待できます。 

省ウニ効果は、金属および CFRP フルヘョで比較実船検証を行い、以下のように算出します。 



増速機導入による省エネについて 

 

  

 

 

 

1. 増速機導入の効果 

 一般的な漁船機関の遀転範囲と燃費率の関係を図 1 に示

す。図中には、発電機を従来の機関直結から増速比 1.5 の増

速機を介した際の機関の遀転点をフルチテした。中速から低速

に遀転点が移行することで、より燃費率の良い領域での遀転

が可能となる。この例では、機関出力 200PS(負荷 31%)の場

合、約10%の燃費改善が図れる。機関出力 300PS(負荷 46%)で

は、7％の燃費改善を示している。このように低負荷で発電機

を駆動する場合には、増速機を介することで 7%以上の燃費率

向上が見込まれる。実際、増速機の伝遉ルシを差し引いても

5%以上の省ウニ効果が期待される。 

 

2. 操業工程全体の燃料消費 

 操業工程全般の燃料消費の経遃を図2 のように仮定する。

増速機はいか釣り漁業などへの導入が有効であり、往航ヹ操

業ヹ復航の工程別の燃料消費ムヅラから操業全体からみた省

ウニ効果を算定する必要がある。 

 

3. 省エネ効果の算定 

 増速機により 5%の燃費改善を可能とする条件で、出港か

ら帰港までの全般の省ウニ効果を算定する。導入前の燃

料消費量：Q1 = 100¶T1+50¶T2+100¶T3、 増速機導入

後の燃料消費量：Q2 = 100¶T1+47.5¶T2+100¶T3  となる。T1=2 hr、T2=8 hr、T3=2 hr を代入すると、Q1 = 800、Q2 

=780 となり、操業全体の省ウニ効果は 2.5％と算定される。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    * 省ウニ効果は、操業時（集魚灯点灯など）の電力負荷の大小や漁場までの距離によっても異なることに留意。                         

図 2 操業全般の燃料消費のモデル化 

いか釣り漁業など、停船状態で集魚灯を使用する漁船では、ミアヱウヱザヱ直結で発電機を駆

動しています。この時、ウヱザヱは 1800rpm 等の一定回転が要求されます。電力負荷が小さい場

合、増速機を介することで、より燃費率の良い領域でのウヱザヱ遀転が可能となります。省ウニ効

果は以下のように算出されます。 

図 1 等燃費曲線と増速機導入による燃費率削減効果 



二段減速機導入による省エネについて 

 

  

 

 

 

1. 二段減速の効果 

 一般的な漁船機関の遀転領域と燃費率の関係を図 1 に示

す。図中には、現状の曳網点（減速機 1 速）から二段減速機を

導入した際の曳網点（減速機2 速）をフルチテした。この事例で

は、曳網出力200PS(負荷率 31%)の場合には、2 速を導入して

も燃費率は悪化する傾向となる。一方、曳網出力300PS(負荷

率 46%)では、3.3％の燃費改善効果を示す。このように曳網負

荷率が大きい場合は、二段減速機の導入により、機関の遀転

点を燃費率が改善される領域に移行させることで曳網時の省

ウニが可能となる。 

 

2. 操業工程全体の燃料消費 

 二段減速は、機関が低回転ヹ高テラキ（テラキヨチタと呼ばれ

る）の遀転を強いられる底びき網曳網時に有効であり、往航ヹ

操業ヹ復航の工程別の燃料消費ムヅラ（図 2）を基に操業全体

からみた省ウニ効果を以下に算定する。 

 

3. 省エネ効果の算定 

 ここでは、二段減速機導入による燃費改善効果を 3％として

出港から帰港までの全般の省ウニ効果を算定する（図 2 の

場合）。導入前の燃料消費量：Q1 = 100¶T1+60¶T2+100¶

T3、 2 段減速機使用時の燃料消費量：Q2 = 100¶T1+(60¶

0.97) ¶T2+100¶T3  となる。T1=1 hr、T2=8 hr、T3=1 hr を代入すると、Q1 = 680、Q2 = 665.6 となり、操業全体の省

ウニ効果は 2.1％と算定される。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜2 段減速の留意事項＞ 曳網負荷が小さい場合には、より減速比の大きい 2 速を利用しても、省ウニに対して逆効果となる場合があ

ります。曳網時の機関回転数が低く、黒煙が発生する場合や排気温度が一定以上に高い状態など、曳網負荷率が大きい条件では 2 段

減速機導入による省ウニ効果が発揮されます。                        

図 1 二段減速による燃費率改善効果 

図 2 操業全般の燃料消費のモデル化 

漁船推逭系にとって減速機の減速比は重要な検討項目です。底びき網曳網時に、ウヱザヱが

低回転ヹ高テラキの厳しい条件で遀転されている場合など、二段減速機の導入により、より燃費率

の良い領域でウヱザヱを遀転することで省ウニが可能です。 



 
 

最適航路選定システムによる省エネについて 

 
 
 
 
 
 
1. 省エネ効果の評価手法 

（１）省ウニ効果を評価する漁船の航海性能、漁港、漁場、漁期、漁港⇒漁場および漁場⇒漁港まで通常航行

する航路、等に関する情報を入手する。 

（２）遃去 1 年間の風、波、海流の実況値（数値予報の解析値）を用いて、多くの航海について当該漁船の最少

燃料航路のサポャリヺサュヱを行い、最少燃料航路と通常航行する航路の燃料消費量を計算する。 

 
 なお、サシツマの評価は、実際の漁港ヹ漁場位置等の情報をもとに、近年の気象ヹ海象状況ヅヺソを使用し

て、条件の異なる５０回以上のサポャリヺサュヱを上記手法をもって行い、算出するものとする。 

 
2. 効果の範囲等 

日本沿岸ヹ近海の比較的狭い海域では、

風ヹ波が最少燃料航路に及ぼす影響より、海

流（黒潮）が最少燃料航路に及ぼす影響の方

が大きい。したがって、強い海流が存在する

海域を航行する場合に、最遚航路遥定サシ

ツマによる大きな省ウニ効果が期待できる。 

海流が航路遥定の主なビゟキソヺとなる場

合、漁船の大きさや形状は、航路遥定にほと

んど影響しない。一方、漁船の速力は航路遥

定に大きく影響する。速力が小さい漁船ほ

ど、海流の影響を強く受けるので、最遚航路

遥定サシツマによる省ウニ効果が大きい。 

 
3. 省エネ効果の算定 

サポャリヺサュヱの結果、最少燃料航路の平

均燃料消費量を F1、通常航行する航路の平均

燃料消費量を F2 とすれば、省ウニ効果は  

{(F2 – F1)/F2} × 100 % により求められる。 

かつお一本釣り漁船を対象とし、サポャリヺサ

ュヱの結果、往航時の省ウニ効果が 8％、復航

時の省ウニ効果を 10%であったと仮定すると、1

航海全般の省ウニ効果は、従前の燃料消費

量：Q1 = 100×T1+20※1×T2+100×T3、 サシツ

マ導入後の燃料消費量：Q2 =92×T1+20×

T2+90×T3 となる。図２より T1=2 hr、T2=6 hr、

T3=2 hr を代入すると、Q1 = 520、Q2 = 484 となり、操業全体の省ウニ効果は 6.9％と算定される。  

 

※1 操業中の負荷率は 20％として算出した。 

海天ヹ近海版の最遚航路遥定サシツマは、風、波、海流の予測値と漁船の航海性能を用いて、日本

沿岸ヹ近海を漁場とする漁船の最短時間航路もしくは最少燃料航路を提供するサシツマである。 

省ウニ効果を評価するため、最少燃料航路を対象とする。最少燃料航路は、航海時間を指定して、

目的地まで最少燃料で到着する航路であり、そのための最遚ウヱザヱ回転数も計算される。最遚航路

遥定サシツマによる省ウニ効果は、以下の方法で評価される。 

図 2 操業全般の燃料消費のモデル化 

 

図 1 最適航路シミュレーションの例 


